
はじめに
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通じて周囲の日本人の意識も変革しながら、多文化共生の社会実現に向けてさま
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ーとしてかかわってきたが、多文化社会コーディネーターの必要性、役割がます

ます高まってくることは想像に難くない。今後、企業内において、多文化社会コ
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レベルを標準化した上で、社会資源の積極活用を担い、結果として職場において

海外高度人材受け入れ推進を担うことのできる人材として広く認知されることを

期待する。

小平達也（こだいら・たつや）

技術者に特化した人材サービス会社のパソナテックにて中国・インド・ベトナムなどの外国

人社員の採用と活用を支援する「グローバル採用支援プログラム」の開発に従事。中国事業部、

中国法人および海外事業部を立ち上げ事業部長および董事（取締役）を務めたのち、現職。

グローバルに特化した組織・人事コンサルティングを手掛けるジェイエーエスでは日本企業の

グローバル展開を組織・人材マネジメントの点から支援しており、特に日本企業における外国

人社員の活用の分野で専門サービスを提供している。
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他方、国内企業は、経済グローバル化のコスト競争の中でいかに労働力、とりわ

け若手労働者をより経済効率的に確保するかに腐心したことが背景にある。

外国人が就労に際しては、真っ先に「ことばの壁」のハンディキャップを持つ

ことから、結果としてコミュニケーション能力が問われない労働対価の少ない領

域での就労を余儀なくされている。企業は、従来は社員の福利厚生（社宅貸与、

福祉施設など）に手厚い傾向があったが、昨今は支払われる労働対価に含むとい

う形でシンプルな雇用形態への移行が目立っている。社員研修は労働の質を高め

る意味で継続されているものの、生産技術習得を中心とした研修で、日常生活を

スムーズに送れるための日本語の体系的な学習の機会を設けているところはごく

少数で、ましてや家族への配慮はほとんどないといってよい。

日本人であれ、外国人であれ、その家族への配慮は企業の責任ではなく個人に

委ねられているという発想が根底にあるのだろう。企業内で働く外国人は企業活

動の中で多少は日本語を覚える機会はあるだろうが、その家族については、行政

とか、ボランティアの善意による対応に委ねているのが実態である。その結果、

どのようなことが実生活で起きているかというと、子どもの教育問題、家族間・

地域内でのコミュニケーション・ギャップなどによって家庭内の不安定化、さら

にはそれによってもたらされる社会の不安定化につながっていく。日本の社会が

温かい配慮のある対応をしていないことは情けないことながら認めざるを得な

い。企業は法人税を納めている、個人は納税をしている、だから行政が住民の面

倒を見るのは当然ではないかという他人事の姿勢では問題は解決しない。

3 内外に摩擦の要因を抱える日本企業

生産構造の世界的分業化の流れの中で、大企業の多くは多国籍化して、直接海

外への資本投下を行い、海外進出を加速している。現地で数多い従業員の雇用を

実現し、多くの日本人が管理職位として、駐在員事務所、現地法人へ出向し現地

に駐在している。だが、企業のグローバルな活動に伴い新たな問題も生じている。

海外で勤務する日本人社員は、その地域、文化圏ではマイノリティーだという

ことである。これらの日本人社員は異文化圏での滞在に際して、大半が他の文化

圏で暮らす人々を本質的に理解する機会を事前に持たぬまま派遣されることが多

い。現地で、個人あるいは企業として混乱・摩擦を起こす予備軍であると言って

も過言ではない。現実のトラブルは企業内マターとして処理されており、やがて

は世界市民としての日本人の資質を問われる事態が発生し、顕在化する恐れを内

在している。企業の対応力はこのような課題に対して極めて不十分で、皮相的な
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て、企業、そして企業人にとっての多文化社会、そしてそのために活動するコー

ディネーターとは、どのような存在でどのような役割を果たすべきなのか、改め

て考えてみたい。

1 企業とは──その行動論理と社会的責任（CSR）

企業は営利追求のために構築された有機体である。社会に与える影響力が強い

企業行動に一般社会から多くの目が注がれる中、法令順守だけで事足りる存在で

はない。企業内構成員への配慮にとどまることなく、企業の地域社会全体に及ぶ

社会的責任（ CSR ）への認識が近年高まり、あるべき企業像に向けて対応が進

化しているものと思われていた。

企業経営の基準が長期的な利益にあると経営層が考えて行動する場合、社員は

「人財」として大切にされるはずである。しかし、現実には外部のステークホル

ダーである株主（＝株価）への配慮から経営が短期視点になり、中長期の展望が

描けないなどの弊害が生じていると指摘されている。そんななか、2008 年秋の

リーマン・ショックの経済危機に直面し、雇用に関しては悪しき面が一挙に露呈

された。人件費を削減するため、同じ職場で働きながら正規雇用・非正規雇用が

混在する二面性のある雇用形態が、経済のグローバル化とともに企業の生き残り

策として常態的に打ち出されてきた。

株主という特定分野へ意識が偏り、企業構成員の雇用安定という視点が疎かに

なっていたのだ。一方で、雇用される側も特定企業に束縛されない形態を望むケ

ースも少なくなく、これまで社会的な関心が薄く、好況のうちは大きな社会問題

として取り上げられることはなかったのである。だが、リーマン・ショック以降

の経済不況では、非正規雇用者の雇用解約が生じ、大きな社会不安を起こしてい

る。

2 企業の外国人労働者の位置づけ

リーマン・ショック不況でクローズアップされた日本企業の雇用形態に関し

て、もうひとつ注目されたことが非正規雇用者の中に多くの外国人労働者が含ま

れていることだった。マスコミなどで取り上げられ、不安定な雇用環境のもとで

日本の経済を下から支えていたことが、図らずも一般にも知られることとなっ

た。

この10年間で外国人居住者は倍増している。ひとつは、グローバル化の進展

の中でより高い労働対価を求めて外国人が日本社会に移動しているからであり、
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いる。外国人雇用のメリットと

して、多文化共生の理念が自然

に涵養され、企業の内なる国際

化が進展すること、目の前の豊

かさにおぼれ競争心のない日本

の若者集団の中に異質となる行

動をする外国人が参加すること

により、日本人社員は発奮し企

業が活性化することなどを挙げ

ている。ある大手上場企業で大

学卒採用に際して2人の中国籍

の社員を採用した。国籍こそ違

うが言葉の壁もなく優秀な人材と認めての採用である。この2人が研修期間中か

ら積極的に発言、行動したことが、やや引っ込み傾向で、目立ちたがらない日本

人新入社員の競争心に火をつけたかたちになり、その年度の採用者全体が活性化

した。

国籍の問題ではなく、育った環境の違いが行動の違いとなってくる。海外勤務

の親の赴任先から帰国した生徒の多い高校などの教育現場でも、生徒の積極的発

言、行動がよく話題になる。日本育ちの若者は横並びで、出る杭は打たれると周

囲の反応をうかがい、手を差し伸べてもらうことに慣れてたくましさに欠けてい

る。豊かさに甘えてきたことが要因となっている。多様な生き方、考え方が存在

することを認識し、お互いの立場を尊重しながら行動することで社会はより活性

化する。

おわりに

四半世紀前の話だ。コンピューターも製造・販売している電機メーカーのエン

ジニアが、「コンピューターこそ、視聴覚などに障害のある人たちに親和性のあ

るツールではないか」といって、障害者も使えるパソコンの開発を提言、会社は

それにゴーサインを出した。今は当たり前になっているコンピューターのさまざ

まな機能もこうした研究・開発のなかで、障害者ばかりではなく、汎用性のある

ものになっていった。

「オリセットネット」。住友化学が、網戸のネットづくりのノウハウを生かして

開発した蚊帳である。日本の一般家庭から失われたもののひとつである蚊帳が、
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情報の提供にとどまり、文化的側面での教育を組織的にするプログラムを有して

いない。個人の資質、良識、対応力に委ねたままとなっている。

こうして見ていくと、日本の企業は、内に社会的に疎外感を持つ外国人非正規

労働者を抱え、外では、外国の地で文化摩擦を起こしかねない日本人社員を送り

出しており、急速に進むグローバル化に対応できずにもがいているかのように見

える。そこには、企業スタンダードの押しつけ的な発想がみられ、多文化に思い

を致す想像力の希薄さが感じられる。

4 潰えた提言

私の属するCINGAでは、世界的な日本企業に対し、企業で働く在住外国人の

家族のさまざまな問題解決に関し、CINGAの会員でもある日本語教師、精神科

医、行政書士、弁護士など各分野の専門家による一括した支援を提案したことが

あった。コミュニティーの住民としてのノウハウなど、企業内の人材では対応が

できない問題・課題を外部のボランティアスタッフで包括的に対応しようとする

構想である。同時にそれは、企業内の日本人の意識変革をもねらったカリキュラ

ムになるもので、活動に伴う経費の負担は企業に求めたが、通常では実現できな

い内容を少ない対価で行う支援活動であった。外国人社員のさまざまな悩みや問

題に日常的に向き合っている若い人事担当者からは、そのプログラムは高い評価

を得た。しかし、その提言が社内のタテのラインの上にいけばいくほど反応が鈍

くなり、最終的には、ボードに諮られることもなく潰えてしまった。

効率を重視する現状の企業風土の中では、外国人従業員の家族の問題などは、

なかなか理解されないのが実態だろう。だが、今後の企業間の競争は、技術力や

開発能力が問われることになり、国内だけでなく、世界から優秀な人材を求める

必要性がますます高まってゆく。そうしたなかで必要になってくるのは、企業人

は、組織人であると同時に一般市民であるという当たり前のことへの自覚である。

言うは易しであるが、経験に照らしても難しいことである。日々の仕事に追われ、

家族の問題にもなかなか意を用いることができない段階で、地域住民としての自

覚を持ち、地域社会への貢献を促すことだからである。市民活動が活性化し家族

を通じてその内容、理念が、家族の働き手である企業人にも認識されるには、時

間はかかるかもしれないが、日本が多文化社会を当たり前に受け入れる図式のひ

とつと考える。経済不況は厳しい現実であるが、市民（個人）が動き、行政が動

き、次は企業が動く番である。

CINGAは、また、日本企業に対して在住外国人の雇用を積極的に働きかけて
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化が進展すること、目の前の豊

かさにおぼれ競争心のない日本

の若者集団の中に異質となる行

動をする外国人が参加すること

により、日本人社員は発奮し企

業が活性化することなどを挙げ

ている。ある大手上場企業で大

学卒採用に際して2人の中国籍

の社員を採用した。国籍こそ違

うが言葉の壁もなく優秀な人材と認めての採用である。この2人が研修期間中か

ら積極的に発言、行動したことが、やや引っ込み傾向で、目立ちたがらない日本

人新入社員の競争心に火をつけたかたちになり、その年度の採用者全体が活性化

した。

国籍の問題ではなく、育った環境の違いが行動の違いとなってくる。海外勤務

の親の赴任先から帰国した生徒の多い高校などの教育現場でも、生徒の積極的発

言、行動がよく話題になる。日本育ちの若者は横並びで、出る杭は打たれると周

囲の反応をうかがい、手を差し伸べてもらうことに慣れてたくましさに欠けてい

る。豊かさに甘えてきたことが要因となっている。多様な生き方、考え方が存在

することを認識し、お互いの立場を尊重しながら行動することで社会はより活性

化する。

おわりに

四半世紀前の話だ。コンピューターも製造・販売している電機メーカーのエン

ジニアが、「コンピューターこそ、視聴覚などに障害のある人たちに親和性のあ

るツールではないか」といって、障害者も使えるパソコンの開発を提言、会社は

それにゴーサインを出した。今は当たり前になっているコンピューターのさまざ

まな機能もこうした研究・開発のなかで、障害者ばかりではなく、汎用性のある

ものになっていった。

「オリセットネット」。住友化学が、網戸のネットづくりのノウハウを生かして

開発した蚊帳である。日本の一般家庭から失われたもののひとつである蚊帳が、
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情報の提供にとどまり、文化的側面での教育を組織的にするプログラムを有して

いない。個人の資質、良識、対応力に委ねたままとなっている。

こうして見ていくと、日本の企業は、内に社会的に疎外感を持つ外国人非正規

労働者を抱え、外では、外国の地で文化摩擦を起こしかねない日本人社員を送り

出しており、急速に進むグローバル化に対応できずにもがいているかのように見

える。そこには、企業スタンダードの押しつけ的な発想がみられ、多文化に思い

を致す想像力の希薄さが感じられる。

4 潰えた提言

私の属するCINGAでは、世界的な日本企業に対し、企業で働く在住外国人の

家族のさまざまな問題解決に関し、CINGAの会員でもある日本語教師、精神科

医、行政書士、弁護士など各分野の専門家による一括した支援を提案したことが

あった。コミュニティーの住民としてのノウハウなど、企業内の人材では対応が

できない問題・課題を外部のボランティアスタッフで包括的に対応しようとする

構想である。同時にそれは、企業内の日本人の意識変革をもねらったカリキュラ

ムになるもので、活動に伴う経費の負担は企業に求めたが、通常では実現できな

い内容を少ない対価で行う支援活動であった。外国人社員のさまざまな悩みや問

題に日常的に向き合っている若い人事担当者からは、そのプログラムは高い評価

を得た。しかし、その提言が社内のタテのラインの上にいけばいくほど反応が鈍

くなり、最終的には、ボードに諮られることもなく潰えてしまった。

効率を重視する現状の企業風土の中では、外国人従業員の家族の問題などは、

なかなか理解されないのが実態だろう。だが、今後の企業間の競争は、技術力や

開発能力が問われることになり、国内だけでなく、世界から優秀な人材を求める

必要性がますます高まってゆく。そうしたなかで必要になってくるのは、企業人

は、組織人であると同時に一般市民であるという当たり前のことへの自覚である。

言うは易しであるが、経験に照らしても難しいことである。日々の仕事に追われ、

家族の問題にもなかなか意を用いることができない段階で、地域住民としての自

覚を持ち、地域社会への貢献を促すことだからである。市民活動が活性化し家族

を通じてその内容、理念が、家族の働き手である企業人にも認識されるには、時

間はかかるかもしれないが、日本が多文化社会を当たり前に受け入れる図式のひ

とつと考える。経済不況は厳しい現実であるが、市民（個人）が動き、行政が動

き、次は企業が動く番である。

CINGAは、また、日本企業に対して在住外国人の雇用を積極的に働きかけて
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アフリカでは、人命を救っている。防虫剤を練り込んだ素材でできており、年間

3億人が罹患し、100万人が死亡するというマラリアを媒介する蚊を防いでいる。

「障害者とコンピューター」「網戸ネットと蚊帳」。企業の存立基盤は、利益追求

であるが、この2つのケースは、同時に社会貢献もする「二兎」を得た。障害者

へのちょっとした配慮、アフリカの住民へのちょっとした目配り。複眼の視点を

持つことで、社会と企業がウィンウィンの関係になれる。多文化共生の真の意味

は、強者が弱者に手を差し伸べることではない。相互に相手の環境、思想、行動

について認め合うことから新たな理解が生まれてくる。内なる国際化がまず必要

といわれるゆえんである。そうした動きを加速する立場として企業の中にも、コ

ーディネーターとして各部局を横断して、ひとつの目標を設定し、プロジェクト

に向かって突き進む企業人が求められているのではないだろうか。

多様な見方・発想＝多文化社会の目をどう涵養していくかが、いま社会に、企

業に問われている。大学が果たすべき役割も大きく、東京外国語大学多言語・多

文化教育研究センターの今回のプログラムのように、大学がさらに社会人教育へ

大きく門戸を開いてほしいと願っている。
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